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第 8回 企業組織再編 

 

 
 

会計と経営のブラッシュアップ 

平成 27 年 5 月 18 日 
山内公認会計士事務所 

 
本レジュメは、企業会計基準及び次の各書を参考にさせていただいて作成した。(企業組織再編の会計と税務 山田淳一郎監修 H22.10 税務経理協会刊)  
(企業買収・グループ内再編の税務 佐藤信祐外著 2010.11 中央経済社刊)(事業再生の法務と税務 太田達也著 H25.6 税務研究会刊)  
 

Ⅰ 企業組織再編による事業再生 
 

 

１．事業再生の諸手法、譲渡(分離)側と取得側からの検討(税務、会計、経営) 
 

区 分  内 容  メリットとデメリット 
     

(1)事業譲渡  ① 営業(財産)の一部又は全部の譲渡  ① 設計がしやすい 
  ② 契約による取引行為  ② 簿外債務リスクが少ない 
  ③ 個々の財産の譲渡  ③ 許認可の引継ぎの困難 
  ④ 株式の譲渡の方法  ④ 事業譲渡価額の決定 
  ⑤ 営業権の計上  ⑤ 消費税の課税 
  ⑥ 充分な再建計画の必要性  ⑥ 資産譲渡益の処理 
(2)分 割  ① 個別の取引でなく、包括的な  

 資産負債の移転(包括承継) 
② 第 2 会社方式の活用 

 ① 個別の同意は不要 
② 許認可手続の容易化 
③ 重畳的債務引受を行う方法 

  ③ 適格、不適格の区分  ④ 簿外債務の承継リスク 
  ④ 営業権(資産調整勘定等

の発生)の計上 
⑤ 移転資産の範囲 

 ⑤ 消費税、不動産取得税、

登録免許税 
⑥ 資産譲渡益の処理 

   

  ⑥ 充分な再建計画の必要性   
(3)その他の方法  ① 債権放棄 

② 増減資 
③ DES 
④ DDS 
⑤ 株式交換、株式移転 

  

(4)株式譲渡  ①株式の譲渡 
②個人不動産の譲渡 
  (ME) 
 
 

 ①非常にわかりやすい 
②法人格に移動が生じない 
③欠損金の引継、免除益要請 
④認許可不要 
⑤簿外債務リスクがある 

 

本レジュメはブラッシュアップ日迄にホームページに up してあります  

http://yamauchi-cpa.net/index.html   
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(6) 税務上の取扱い 

 

① 事業譲渡の場合 

(ｲ) 資産調整勘定(営業権)は、60 ヶ月で損金算入(償却)する 
逆に負債調整勘定は、60 ヶ月で益金算入する 

(ﾛ) 消費税法上の譲渡等に該当する 
(ﾊ) 不動産の移転登記に伴い登録免許税が課される 
(ﾆ) 譲受会社に対して、不動産取得税が課される 
 

② 会社分割の場合 

(ｲ) 非適格分割となる場合が多い 
(ﾛ) 時価での分割(譲渡)となる 
(ﾊ) 資産調整勘定、負債調整勘定(営業権等)は 60 ヶ月で償却される 
(ﾆ) 消費税法上の譲渡に該当しないため、課税対象外取引となる 
(ﾎ) 一定の要件を満たせば、不動産取得税は課されない 
(ﾍ) 所有権の移転登記に対する登録免許税については、軽減措置あり 

 
(7) 消費税法上の取扱い 

 

旧会社が新会社株式をスポンサー企業に譲渡する場合に、この取引は消費税

法上の非課税取引に該当する。 
したがって、株式の譲渡価額の 5％について、非課税売上として考慮のこと 
 

(8) オーナーの所得税法上の取扱い 
 

(ｲ) オーナーが私財提供した時 
平成 25 年度の改正により、一定の要件を満たしているときは、譲渡課

税は適用されない 
(ﾛ) 求償権を行使できない時 

一定の場合、貸倒損失となる(所基通 64-1、51-11) 
(ﾊ) 上記(イ)、(ロ)について法人が事業を継続している時 

H14.12.25 付 中小企業庁からの照会 
 

(9) 仮装経理を行っていた場合の取扱い 
H22.10.6 法人税質疑応答事例 
(ｲ) 実在性のない資産の発生原因が明らかである場合 
(ﾛ) 実在性のない資産の発生原因が不明である場合 
 

(10) 親会社の解散・清算でなくて、100％子会社を解散等する場合は、存続する

親会社の 100％化のタイミングによる貸倒損失、繰越欠損金の引継、子会

社株式の償却損に注意する。 
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３．その他の組織再編の概要図 

 
 

(1)債権放棄 説 明 
 

旧債権者  債 権 者、 株 主構 成 の変 化  ①債権放棄と 
    ②､③増資等による

財務の改善 A 社 新株主等 A 社  
↓ ↓   

債権放棄 ②増資   
 ③融資    

 

 

 

(2)増減資(株主構成の変更) 
 

旧株主 新株主 株主構成の変更  ①､②によるオーナ

ーの交代による財

務の改善 
    

A 社  A 社  
↓     

①減資 ②増資    
 

 

 

 

(3)DES 説 明 
 

債務の資本化(負債→資本) 
 

B/S     債務を資本へ振替え

るときの注意点!!      

資産 負債 
△資本 → 資産 負債 

 
 
 

資本  
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(4)DDS 
 

債務の劣後化(負債→長期化) 
 

B/S      
      

資産 負債 → 資産 負債 
  
  
  

劣後負債   
       

 

 

 

(5)株式交換 
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(5)-2 株式移転 
 

(A 社株主)  (B 社株主)  (C 社、旧 A、B 社株主)  1 又は 2 以上の株式

会社(A 社、B 社)がそ

の発行済株式の全部

を新たに設立する C
社に取得させる方法

である(原則として A
～C 社の株主総会の

特別決議が必要) 

     
    新設 C 社  
   

↓ 100％（強制的）     
A 社  B 社  A 社 B 社 

      
      

 

 

(検討すべき課題) 
 
 
1. 共通支配下の取引の意味(合併) 

 
2. 親子会社間の合併、子会社同士の合併、同一の者(個人)に支配されている会

社同士の合併 
 

3. 同一の者(個人)の支配と適格合併 
 

4. №1～3 の場合(資産、負債の簿価引継)の繰越欠損金の引継 
 

5. 抱合せ株式消滅差損益についての別表四、五(一)の処理 
 
6. 資産負債差額、営業権の資産性の有無 
 

 

  

Ａ
社
株
式 

Ｃ
社
株
式 

Ｂ
社
株
式 

Ｃ
社
株
式 
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４．株式の譲渡 
  

 
(旧株主)  

 
(B 社株主)  

 
 

(株主の変更)   
     B社の株式をA社が

現金で購入する A 社  A 社  
  

↓ 100％  
   

B 社  B 社   
 

 

(1)売り手の株主 

 

 A、株主が個人である場合 
① 株式の譲渡益課税 20％の申告分離課税 

所得税 15％、住民税 5％ 
② 上記株式の譲渡損がある場合には、通算可能 

買戻しは子供で行うこともできる 
 
 B、株主が法人である場合 
 他の所得と合算して法人税等が課税される。 
 現行の実効税率は、約 33％である。 

 C、取締役等の退職金 
 株式譲渡価額に反映する。 

 
 

(2)買い手 

 ①取得価額は、買取金額と付随費用 

 ②のれん以上の工夫 

 (ⅰ)買い手が買収後事業譲渡―取得会社売却益―譲渡会社で償却 

  →取得会社の解散、清算で課税損失 

 (ⅱ)株式買収会社で、合併又は清算して営業権計上 

 

５．不動産の譲渡と合わせた取引 

 
(1)株式譲渡価額と調整可能 

 

(2)株式と土地(不動産)を分割して考える 

 

 株式―営業権プラス 

 土地―借地権等プラス 
  

Ｂ
社
株
式
を
Ａ
社
へ 

Ａ
社
か
ら
金
銭
を
受
取 
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６．株式譲渡と事業譲渡の比較 
 

(1) ケース(株式譲渡の場合) 

 譲渡株式  資産 20 億、負債 25 億、純資産△5 億、青色欠損金△15 億 

 譲渡対価  5 億円 

 

 

 (a)売手の仕訳(株式譲渡の場合) 

  現金 5 / 株式譲渡益 5 

  (個人 20％課税、法人 33％課税) 

   買手の仕訳 

  株式 5 / 現金 5 

 

 (b)売手の仕訳(事業譲渡の場合) 

  現金 5 / 資産 20 

  負債 25 / 譲渡損益 10 

  (会社の青色欠損金 15 億円で譲渡益相殺) 

   買手の仕訳 

  資産 20  / 負債 25 

  のれん 10 / 現金 5 

 

 (c)有利不利の判定 

   (a)売手会社の青色欠損金の活用(事業譲渡) 

   (b)買手ののれん(資産調整℀)の活用(事業譲渡) 

   (c)株式譲渡の場合は(a) (b)がない 

 

(資産負債調整℀) 

 その直前に営む事業及び譲渡資産、負債の概ね全部が移転する場合には、

非適格合併、分割、事業の譲受けについては、資産負債調整℀(のれん)

を計上できる。 

 こののれんは、事業譲渡等があった日の属する事業年度から 5 年間で損

益算入しなければならない。 
  



11 

Ⅱ 営業権（のれん）の評価 
 

 

 

１．資産調整勘定と負債調整勘定 
 

従来、事業譲渡における取扱いと基本的に同じと考えられていた非適格組織

再編における営業権の取扱いは、平成 18 年改正の事業結合と分離等の会計基

準とそれに応じた法人税法の改正により従来の営業権の取扱いとの違いを明

確にした。 
 
 
それは企業会計基準におけるパーチェス法の考え方であり、税法上も次のよ

うな点が具体化された。 
 

法人税法  会 計 

資産調整勘定  のれん（営業権） 

差額負債調整勘定  負ののれん 

退職給与負債調整勘定  退職給付引当金 

短期重要負債調整勘定  特定勘定 

 
 
 
 従来の営業権に対応する資産調整勘定は、会計上の費用処理に関係なく、税

務上は別表の加算減算を通じて、5 年間の均等償却（法法 62 の 8③～⑧）が強

制される。 
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２．営業権（負の営業権） 
 

税務上、非適格組織再編等により交付した対価の金額（新株、金銭等の合計

金額）が移転を受けた資産及び負債の時価純資産価額を超えるときは、その超

える部分の金額について、資産調整勘定として取扱われる。逆の場合は差額負

債調整勘定となる。（法法 62 の 8） 
 

B/S  非適格組織再編により移転を受けた財産

の時価が純資産額を超える場合には、営

業権（資産調整勘定）を認識する。 
資 産 1,000 負 債 1,200  
資産調整勘定 200    
 

但し、非適格組織再編により交付した対価の金額のうち一部に、仮に次のよ

うな寄附金に該当するものがある場合には、その部分については、資産等超過

差額となり、資産負債調整勘定として取扱うことはできない。 
 
① 営業譲渡の対価  1,000     
② 税務上の個別純資産  800     
③ 資産等超過差額  50 … 寄附金 …  注意が必要 

④ 資産調整勘定 ①－②－③  150 … 営業権  (納得が) 

 
 

(1)営業権の償却（調整勘定の強制償却） 
 

税務上、資産調整勘定を認識した場合には、5 年間の均等償却を行い、各事

業年度の損金の額に算入しなければならない。（法法 62 の 8④、⑤） 
差額負債調整勘定を認識した場合には、5 年間の均等償却を行うことで各事

業年度の益金の額に算入する必要がある。 
 
 
(2)第 2 次組織再編における営業権の取崩しと引継ぎ 
 

第 2 次組織再編が非適格合併に該当する場合には、資産調整勘定、差額負債

調整勘定を全て取崩して、損金又は益金の額に算入する必要がある。（法法 62
の 8④、⑦） 

第 2 次組織再編が適格合併に該当する場合には、それらは引継がれる。 
 
しかし、非適格分割等の非適格組織再編については取扱いが規定されていな

いため、均等償却を継続していくことになると考えられる。 
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３．寄附金 
 

非適格組織再編等による対価の額には、寄附金部分は除かれる。 
 
(1)適正時価での取引 (適正譲渡) 

 

イ. 簿価純資産 70 
ロ. 個別資産の時価 80 (B/S の時価純資産) 
ハ. あるべき事業対価の額 100 (営業権相当額 20 が含まれる) 
ニ. 取引対価 100 (ハ－ニで寄附金はない) 

 
受入法人 時価純資産 80  現 金 100 
 資産調整勘定 20    
      
払出法人 現 金 100  簿価純資産 70 
    譲渡益 30 
 
(2)払出法人から受入法人に対する寄附 (低額譲渡) 

 

イ. 簿価純資産 70 
ロ. 個別資産の時価 80 (B/S の時価純資産) 
ハ. 取引対価 80 (ニ－ハ、20 の寄附金の認識) 
ニ. あるべき事業譲渡の対価 100 (営業権を含む対価) 

 
受入法人 時価純資産 80  現 金 80 
 資産調整勘定 20  受贈益 20 
      
払出法人 現 金 80  簿価純資産 70 
 寄附金 20  譲渡益 30 
 
(3)受入法人から払出法人への寄附(高額譲渡) 

 

イ. 簿価純資産 70 
ロ. 個別資産の時価 80 (B/S の時価純資産) 
ハ. 取引対価 120 (ハ－ニ、20 の寄附金の認識) 
ニ. あるべき事業譲渡の対価 100 

 
受入法人 時価純資産 80  現 金 120 
 資産調整勘定 20    
 寄附金 20  (償却の損金算入不可) 
      
払出法人 現 金 120  簿価純資産 70 
    譲渡益 30 
    受贈益 20 
 
◎寄附金と資産等超過差額の区分 (前頁参照) 
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４．資産等超過差額(損金処理が出来ない差額…寄附金) 
 

 

制度の概要 
 

資産調整勘定の金額のうち、「資産等超過差額」に相当する部分の金額につ

いては、資産調整勘定として認められないため、将来の事業年度において

損金処理を行うことができない。 

具体的な資産等超過差額の算定方法は以下の通りである。（法規 27 の 16） 
 
①非適格分割の場合において、資産調整勘定の金額が分割により移転を受け

る事業により見込まれる収益の額の状況その他の事情からみて実質的に

当該分割に係る分割法人の欠損金額に相当する部分からなると認められ

る場合のその金額 
②分割法人 A 社における処理（資産調整勘定の認識） 
 これに対し、分割法人 A 社における受入仕訳は以下の通りである。 
 
 

【会計上の仕訳】 
 
 諸資産 1,000  諸負債 100 
    資本準備金 900 
※：営業権に対する税効果は認識しない（適用指針 72）。 
 
 
【税務上の仕訳】 
 
 諸資産 1,000  諸負債 100 
 資産調整勘定 100  資本積立金 1,200 
 資産等超過差額 200 （寄附金）  
※：前提条件に記載の通り、営業権の金額 300 のうち、200 について資産等超

過差額として取り扱われ、残りの 100 については資産調整勘定として取り

扱われる。 
 

このように、会計上は営業権が計上されていないが、税務上、資産調整勘

定が設定されていることから、この部分について加算調整が必要になる。 
 

○※従って営業権の評価が重要である。 

 

○※  
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５．資産負債調整勘定(差額負債調整勘定) 
 

(1) 非適格分割において、旧会社の概ねすべての資産と負債が新会社へ分割さ

れる。 
 

① 新会社が、時価で受入れた資産負債の差額(時価純資産) 

② 新会社が交付した株式等の時価(資本金等) 

③ ①と②の差を、資産調整勘定(差額負債調整勘定)という。 
 

(2)資産調整勘定(法法 62 の 8①) 
 

時価純資産＜資本金等(発行株式等分割対価) 
 

新会社の受入れた 

時価純資産額 
800 

  

資本金等 1,000 

○※ 5 年間にわたり、月額

で減額(償却)し、損金算

入する 
資産負債調整勘定 

(分割の対価) ○※  
200 

  

 

この差額は受入時価純資産＜事業価値(分割の対価)ということであり、営

業権とも言うべきものである。 
 

(3)差額負債調整勘定 
 

(2)とは逆に時価純資産＞資本金等(分割対価)の場合は、差額負債調整勘定

として 5 年間にわたり、月割で減額して、益金に算入する。 
 

(4)旧会社(分割法人)の税務処理 
 

① 会計上の仕訳 

新会社株式 ×××  諸資産 ××× 

諸負債 ×××  譲渡益 ××× 

② 税務上の仕訳(時価評価)も①と同じ 
 

(5)新会社(分割承継法人)の税務処理 
 

① 会計上の仕訳 

諸資産 ×××  諸負債 ××× 

のれん ×××  剰余金 ××× 

② 税務上の仕訳(時価評価)も同様に資産調整勘定＝のれん 
 

(6)償却性資産等の引継と償却 
 

非適格分割により償却資産を引継いだ場合は、分割の日の前日までの償却

費を計上することはできない。何故なら、分割時点の時価引継であるから

である。 


































































